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「第 4 期海洋基本計画」策定に向けた検討チームの設置 
 

2022 年 4 月 
日本船主協会 

 
「第 4 期海洋基本計画」（2023 年春頃に閣議決定の見込）に向け、現在、海本部の

参与会議において非公開の議論が続けられており、2022 年 12 月頃には、参与会議

の意見書が取りまとめられる見込みである。 
海洋基本計画は当協会の活動にも関連し、本年度は第 4 期計画への検討の最終年度

であることから、以下の検討チームにて、海事局とも連携しつつ、当協会が次期計画

に求める政策についての整理を行い、内藤参与（当協会前会長）や水本参与など海本部

関係者に説明し意見反映に努める。 
なお、経団連においては従来同様、第 4 期計画に盛り込むべき、経済界として特に

関心の高い事項についての提言を取りまとめ、政府に働きかけを行う予定であるので、

当協会の整理事項はその中にも、併せ反映させるべく努める。 
 

1．検討内容 

① 国際競争力ある海運政策と経済安全保障 
② CN（カーボンニュートラル）に向けた地球環境政策 
③ DX（デジタルトランスフォーメーション）を強みにした海運政策 

④ 安全運航とセキュリティ対策 
⑤ 人材育成 

⑥ 国際競争力ある造船など我が国海事クラスター産業の強化策 
 
2．スケジュール 

2022 年 5 月早々 kick off 
5～7 月 次期計画に求める政策の整理、取りまとめ 
7/27 常任委員会で報告 
8 月以降 参与会議メンバー等関係者への説明 
9/28 理事会報告 

2023 年 3～7 月頃 理事会等で結果報告 
 
3．検討チーム 

チーム長：森重 俊也 理事長 
委  員：友田 圭司 副会長、政策委員会副委員長 

向井 基人 政策幹事長（日本郵船） 
伊藤 寿訓 政策幹事（川崎汽船） 
藤橋 大輔 政策幹事（商船三井） 
大森  彰 常務理事海務部長 
宇佐美和里 常務理事企画部長 
越水  豊 海事人材部長 
平尾 真二 海務部部長 
伊藤 正幸 広報室長兼国際担当部長 

事 務 局：企画部（政策ライン） 
中村 憲吾 企画部副部長 

    大森 一司 企画部副部長ほか 
以上 
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